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０．はじめに

　2010 年 7 月に公益法人日本生産性本部より

2010 年版の「レジャー白書」が刊行された。本

稿では、この白書の結果を基にレジャー業界全体

の市場動向を眺めた上で、「ゴルフ場」、「シネマ

コンプレックス」、「テーマパーク」の最近の状況

をレポートする。また、近年中国人観光客が日本

の電器店で家電製品を買い込む映像をよく目にす

るようになったが、人口減少が進む中、レジャー

業界においても海外からの集客は、今後取り組む

べき大きな課題である。そこで、観光庁及び日本

政府観光局の公表資料を用い、近年の訪日外国人

旅行者の動向についても紹介することとする。

１．2009年のレジャー市場の動向

（１）2009 年の余暇市場

　日本生産性本部がまとめた「レジャー白書

2010」によると、2009年の余暇市場は69兆 5,520

億円と前年比で 4.3％の減少であった。2008 年

秋のリーマンショックによる世界的景気後退は、

2009 年になっても尾を引き、そこに新型インフル

エンザが重なったことにより、前半は大きなダメー

ジを受けた。後半は持ち直し、急激に業績を改善

させたが前半の大きな落ち込みをカバーするには

至らなかった。70兆円を下回ったのは 1989 年以

来の事であり、過去 5年の推移を見ても未だ回復

の兆しは見えてこない。

　部門別ではスポーツ部門（前年比△ 2.4％）、趣
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味・創作部門（同△ 4.2％）、娯楽部門（同△ 3.4％）、

観光・行楽部門（同△ 9.4％）と全ての部門で、前

年よりも市場規模が縮小した（表 1－ 1）。

　なかでも観光・行楽部門は前年比約 1割の減少

と落ち込みが深刻で、「海外旅行」、「国内航空」、「旅

館」、「会員制リゾートクラブ」等が大きな落ち込

みを示している。一方健康志向の高まりを受けて、

「スポーツ自転車」、「登山・キャンプ用品」が市場

規模を拡大させているほか、「園芸用品」、「ホビー・

創作用品」、「演劇」、「演芸」等が大きな伸びを示

している。

（２）余暇参加人口

　参加人口をみると、高速道路料金値下げの影響

を受け前年 3位であった「ドライブ」が調査開始

以来初の首位となった。参加人口は 6,740 万人で、

前年に比べ約 30％の伸びとなったが「安・近・短」

志向が強く、支出や宿泊数の大幅な増加にはつな

がらなかった。その他の種目では「動物園、植物園、

水族館、博物館」、「ピクニック、ハイキング、野

外散歩」など手軽な行楽系の種目は引き続き高い

人気となっている。

　また長く 1位を維持してきた「外食（日常的な

ものを除く）」が、初めて 3位に順位を落とすと

同時に参加人数でも大きく減少する結果となった。

節約志向の高まりが大きく影響した結果であると

言える（表 1－ 2）。
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上位以外では「サイクリング、サイクルスポーツ」

が前年 950 万人から 1,520 万人と大きく伸ばした

他、「ジョギング、マラソン」も引き続き堅調に参

加人口を伸ばしている。

2009 年の主なトピックとしては本格的 3D映画の

公開等があげられる。2009 年の「３D映画元年」

に続き、2010 年は「３Dテレビ元年」、「電子書籍

元年」などと、技術革新による新市場開拓が期待

される。

２．ゴルフ場

（１）ゴルフ市場動向

　近年では宮里藍選手や石川遼選手の活躍により、

プロゴルフツアーの人気が回復しているといわれ

ているが、ゴルフマーケット全体の動きはどうで

あろうか。下記グラフは、1993年以降のゴルフコー

ス参加人数の推移である。長期的な下落傾向は否

めない参加人数ではあるが、ここ数年は増加傾向

にあり、2009 年度には 960 万人となった。また、

社団法人ゴルフ場事業協会による「ゴルフ場利用

税の課税状況からみたゴルフ場の数・利用者数等

の資料公表」においても 900 万人を超えている。

　ゴルフ場入場者数の上昇を支えている主な要因

としては、団塊世代の大量退職が始まり時間に余

裕の出来たゴルフベテラン層が料金の安い平日に

プレー出来るようになったことや、若い男女のプ

ロゴルファーが活躍していることなどに影響され、

ゴルフ初心者の若い層が増加したこと等があげら

れる。

　ピーク時から比べると大幅な落ち込みではある

が、長らく続いたゴルフ参加者の減少傾向には一

応の歯止めが掛かったようである（表 2－ 1）。



　一方、日本経済新聞が 2010 年 9 月にまとめた

「第 16 回ゴルフ場主要コース調査」によると、回

答した 260 コースの半数以上にあたる 139 コース

が 2010 年度の業績見通しを「減益」「赤字」と回

答するなど、ゴルフ場経営の見通しには厳しさが

残る結果となっている。

　同調査によると、2009 年度の客単価は 1 万

1,781 円で 2008 年に比べ△ 3.5％の下落となり、

2010 年度見通しでも 1万 1,468 円と 2009 年度

比で△ 2.7％下落する見通しである。主な原因とし

ては、景気悪化で節約志向が高まり、キャディー

や昼食を付けない安価なプレースタイルが浸透し

ていることに加え、割安なインターネット予約の

浸透、法人利用の減少等があげられる。同調査に

おいて割引制度等を利用するシニア層や女性が「増

えている」と回答するコースが多い一方で、キャ

ディーやレストランの利用が多く客単価が比較的

高い法人利用について、260コースの内の174コー

ス（60.4%）が「減っている」と回答しており、「増

えている」との回答はわずか 8コース（3.1％）に

とどまっている。今後は個人利用でも十分な利益

を確保できる仕組み作りが急がれる。

（２）ゴルフ場数

　現在のゴルフ場数はどうであろうか。バブル

期を中心に大きく増加したゴルフ場は 1998 年に

2,400 コースを超え、以降伸びは鈍化したものの、

現在でもまだなお 2,400 コースを超えるゴルフ場

が存在している。すなわち、人口減少によるゴル

フ対象人数の減少が進む一方で、相次ぐゴルフ場

の破綻によりゴルフ場の所有者構成は大きな変化

があったものの、ゴルフ場の数自体には大きな変

化はないのが現状である（表 2－ 2）。
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（３）2015 年問題

　ゴルフ場、ゴルフ用品、練習場といった業界団体

で構成される「ゴルフ市場活性化委員会」では、①

1995 年以降のゴルフ離れの進展、②少子高齢化に

よる人口減少、③人口減少の地域間隔差拡大、④若

年層のゴルフ離れ等に加え、団塊世代が高齢化する

ことによるゴルフからのリタイアが加わることによ

るゴルフ人口の急激な減少等の現状と将来予測を

「2015 年問題」として警鐘を鳴らしてきた。

　ゴルフ市場活性化委員会によると、総人口の内

の 15歳から 64歳までをゴルフ対象人口とした場

合、ゴルフ対象人口は 1995 年以降一貫して減少

傾向にあり、現在のゴルフ参加率 8.6％（ゴルフ対

象人口に占めるゴルファー比率）が将来も維持さ

れたとしても、2015 年には 2009 年比でゴルフ人

口が41万人程度減少すると予想されている。また、

仮に 2009 年レベルのゴルフ人口を維持するため

には、ゴルフ参加率を 9.2％に上昇させる必要があ

り、同じく 1995 年レベルのゴルフ人口にまで回

復させるためには参加率を 19.9％にまで上昇させ

る必要があるとしているが、過去最高のゴルフ参

加率が 1991 年の 13.1％であることを考えると到

底可能な数字ではないことは明らかである。

（４）今後の取組み

　このような環境の中、今後の取組みとして注目

されるのが、東アジアを中心とした、海外からの

プレイヤーの取り込みであり、特に中国、韓国に

注目が注がれている。

　韓国は近年世界的なプロゴルファーが続々と誕

生したことからゴルフ人気の高まる一方、受け皿

となるゴルフ場の数が圧倒的に少ないため、中国

やタイに出向くプレーヤーが数多く存在する。韓

国は国土の面積や地形等から将来も飛躍的なゴル

フ場数の増加は見込めないとされており、今後も

需要超過の状況が続くと予想される。そこで韓国

国内からあふれ出した韓国人ゴルファーを取り込

む動きが一部で始まっている。パシフィックゴル

フマネージメント株式会社（PGM）では、2009

年 12 月韓国語版の PGMウェブサイトを立ち上げ

た。当ウェブサイトでは、北海道や九州のゴルフ

場を中心に選定した「韓国人ゴルファー向け推奨

20コース」情報が韓国語で収集できるほか、サイ

ト上での予約や問合せに対して、韓国人営業スタッ

フによる韓国語での対応が可能となっている。

　株式会社ゴルフダイジェスト・オンライン（GDO）

は、中国におけるゴルフ総合サービス最大手の鷹

皇商務科技有限公司を通じ、2010 年 7月より中国

人富裕層向けに日本国内ゴルフパッケージツアー

の販売を開始した。まずは、ゴルフ人口の多い北

京や上海、湖南省で販売を開始し順次エリアを拡

大、中長期的には年間1万人の集客を見込んでいる。

　また一部の自治体も外国人を対象とした情報発信

を強めつつあり、宮城県、茨城県では海外旅行会社

との商談会の案内を行っている他、鹿児島県でも県

ゴルフ協会のウェブサイト開設を助成している。

　海外からゴルファーを呼び込むことは、言葉や

マナーの面で超えなければならない問題も多く二

の足を踏むゴルフ場も多いと思われる。しかしな

がら、国内の人口減少が進む中、ゴルフ場が生き

残るためには、海外に目を向けることも必要であ

ると考えられる。

３．シネマコンプレックス

（１）2009 年の興行収入

　2009 年は 3D映画「アバター」の公開により「3D

映画元年」と呼ばれる年となった。日本映画製作

者連盟による「2009 年全国映画概況」によると、

2009 年の映画興行収入は前年比 5.7％増の 2,060



億3,500万円となり、3年ぶりに2,000億を超えた。

また、入場人数は同 5.5％増の 1億 6,929 万 7,000

人となり総じて明るい結果となっている。

　1996 年には興行収入が 1,488 億 7,000 万円、

入場者数は 1億 1,957 万人まで落ち込んだ映画業

界であったが、スクリーン数の増加とともに持ち

直し、最悪期に比べ興行収入、入場者数とも約 4

割の上昇となったこととなる。

　興行収入の内訳は邦画 1,173 億 900 万円、洋

画 887 億 2,600 万円と 2008 年に引き続き邦画の

シェアが洋画を上回った。かつては洋画のシェア

が 7割を超えることもあったが、2006 年に邦画

が逆転し、2009 年のシェアは、邦画 56.9％、洋

画 43.1％となり、邦画の興行収入は過去最高を記

録した（表 3－ 1）。

　興行収入 10億円以上の作品は邦画 34本、洋画

23 本の計 57 本となり、前年の 52 本を 1割程度

上回った。なお、邦画、洋画を合わせて 2009 年

は 762 本の映画が公開されているが、これら興行

収入10億円以上の52作品のみで総興行収入の約

7割を占めている。

（２）スクリーン数

　映画館全体のスクリーン数は 1960 年の 7,457

をピークに減少の一途を辿り、1993 年には 1,734

まで落ち込んだ。しかし 1993 年に国内初の本格

的シネマコンプレックス（シネコン）といわれる

「ワーナー・マイカル・シネマズ海老名」が開業し

て以来シネコンが大幅に増加、翌年の 1994 年に

は 18 年ぶりにスクリーン数が増加に転じ、2009

年には総スクリーン数が 3,396 となり 1993 年の

約 2倍にまで増加した。2009 年の総スクリーン

数は 3,396、また、そのうちシネコンは約 80％を

占め、2,723 となっている。

シネコンとは、日本映画製作者連盟の定義による

と「同一運営組織が同一所在地に 5スクリーン以

上集積して名称の統一性（1､ 2､ 3…､ A､ B､ C

…､ 等）をもって運営している映画館」とされて
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いる。シネコンの特徴としては、①１か所でさま

ざまな映画を上映していて便利。②人気映画は複

数のスクリーンで時差上映。③ゆったりとした座

席配置や見やすいスクリーンなど、設計が良い。

④独自の割引サービスが充実している。⑤大規模

ショッピングセンターなどの商業施設と併設して

いるケースが多く、ショッピングセンターの駐車

場を使えるので、車で行きやすい等があげられる。

したがって、観客は「どの映画」を「いつ」、「ど

こで」見るのかをあらかじめ決めておく必要がな

く、シネコンの登場は、「映画鑑賞」という行動に

対するハードルを大きく下げたという役割を果た

した点も見逃せない。

　但し、順調に増加を続けてきたシネコンのスク

リーン数であるが、ここにきて変化が現れてきた。

近年は年間 200 を超えて増加してきたシネコンの

スクリーン数であったが、2009年は64にとどまっ

ており、ここにきてシネコンのスクリーン数の増

加にも鈍化の傾向が見て取れる。

　下記は近年のスクリーン数及び 1スクリーン当

りの興行収入を示したものである。シネコンが大

きくスクリーン数を増加させている一方でシネコ

ン以外の専門館は大きくその数を減らしている。

シネコンの増加数が減少している中でも、既存の

専門館からシネコンへという流れは依然として継

続しているようである。

　また興行収入が増加したといえどもスクリーン

数の増加には追いついておらず、スクリーンあた

りの興行収入はここ数年で大きく下落している。

2009 年は少し持ち直したものの、一般に 1スク

リーンあたりの売上高は 7千万円程度ないと厳し

いといわれる中約 6千万にとどまっており、体力

のない映画館には今後も厳しい状況が続くものと

考えられる（表 3－ 2）。



（３）今後の動向

　前述したとおり、「アバター」のヒットにより一

気に市民権を得た感のある 3D映画は、通常の料金

に 300 円程度上乗せされるため、客単価のアップ

につながり、2009 年の平均入場料金は 1,217 円と

前年に比べ 3円の上昇となった。シネコンの乱立

によりこれまで映画館は割引サービスを競ってき

たため 2008 年は過去 10数年で最も安い 1,214 円

であった。まだまだ低い水準ではあるが、6年ぶり

に前年を上回ったのは明るい兆しといえる。

　これら 3D映画のヒットを受け、SC 計画にシネ

コンを復活させたところも現れた。イトーヨーカ

堂が、日本たばこ産業（JT）の上田工場跡地（長

野県上田市天神）で建設を進めている大型商業施

設「アリオ上田」（仮称）では、資材高騰などの理

由で 2008 年 8 月に併設断念を発表した複合映画

館（シネマコンプレックス）の計画を復活させた。

複合映画館はスクリーン 8面、3D対応、計千席の

規模で、アリオ上田の別棟として建設する計画で

ある。現在 3D 映画対応可能なスクリーンは総数

の約 1割程度であるが、各映画興行会社とも今後

も 3D対応スクリーンを増やす方針である。
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４．テーマパーク

　2010 年レジャー白書によると、2009 年の遊

園地・テーマパーク市場の市場規模は前年比で△

2.7％の減であった。

　主だったテーマパークでは「東京ディズニーリ

ゾート」の入場客数が 2,581 千万人となり、前年

度の 25周年の反動で若干の減少となったものの、

入場者数で 2位につける「ユニバーサル・スタジ

オ・ジャパン」の入場者が約 800 万人であること

を考えると、東京ディズニーリゾートの一人勝ち

の状況が続いている。1983 年の開業当時は、東京

ディズニーランド単体のテーマパークであったが、

2001 年の「東京ディズニーシー」の開業を初めホ

テル、劇場、商業施設の集積により、現在では一

大テーマリゾートを形成している。

　一方西日本で最も多い入場客数を誇る「ユニバー

サル・スタジオ・ジャパン」は、約 800 万人の入

場者であった。運営を行う株式会社ユー・エス・ジェ

イは設立当初は大阪市が出資する第 3セクターで

あったが、市は保有していた全ての株式を手放し

現在は民間企業として運営されている。

　2010 年 2月、HIS が九州経済界からの要請を受

ける形でハウステンボスの支援を発表した。ハウ

ステンボスは、2003 年に会社更生法の適用を申請

し、野村プリンシパル・ファイナンスをスポンサー

に経営再建中であったが、今年 3月での支援打ち

切りを決定、新たなスポンサーが注目されていた。

ハウステンボスは 1996 年度には 380 万人の入場

者数を記録したが、その後伸び悩み、開業以来 17

期連続で営業赤字が続いていた。しかし、HIS の

支援が始まって約半年が経過し、ハウステンボス

の業績には明るさが見えてきたようである。

　先日発表された 2010 年 9 月期の入場客数は前

年同期比 17.2%増の 86 万 5 千人であった。新型

インフルエンザの影響で昨年激減した中国や韓国

を中心とする外国人客が、約 2.3 倍の 14万人まで

急回復したほか、ゴールデンウィークのリニュー

アルや、営業時間の延長等で夜間の滞在魅力の向

上にも注力した夏季のリニューアル第 2弾を経て

施設自体の魅力が高まったことに加え、人気アイ

ドルグループを一日館長に招くなど話題づくりも

奏功した。

　同時に発表した 4～ 6月期決算は経常利益 1億

7千万円で、平成 4年の開業以来初の黒字となり、

9月決算においても、最終利益を確保できる見込

である。アジア最大のアウトレットモールを開設

し、中国人を中心とした外国人観光客を積極的に

取り込むなどの計画を掲げており、破綻したテー

マパークの再建という視点からも、今後のハウス

テンボスの動向に期待される。

５．観光マーケット（特にインバウンド）

　ゴルフ場及びテーマパークの項でも少し触れた

が、人口減少社会の中、わが国のレジャー業界にとっ

ても、今後はアジアを中心とした海外からの需要を

取り込むことが重要な課題となってくる。ここでは

観光庁及び日本政府観光局の公表資料を用い、近年

の訪日外国人旅行者の動向について紹介する。

（１）訪日外国人旅行者数

　政府は 2007 年に施行された観光立国推進基本

法に基づき、観光立国の実現に関する諸施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、観光立国の実

現に関するマスタープランとして観光立国推進基

本計画を策定した。そこでは、観光立国実現のた

めの基本的な目標として、①訪日外国人旅行者数

を平成 22 年までに 1,000 万人にすることを目標

とし、将来的には、日本人の海外旅行者数と同程

度にすることを目指す。②我が国における国際会

議の開催件数を平成 23 年までに 5割以上増やす



ことを目標とし、アジアにおける最大の開催国を

目指す。③日本人の国内観光旅行による 1人当た

りの宿泊数を平成 22年度までにもう 1泊増やし、

年間 4泊にすることを目標とする。④日本人の海

外旅行者数を平成 22 年までに 2,000 万人にする

ことを目標とし、国際相互交流を拡大させる。⑤

旅行を促す環境整備や観光産業の生産性向上によ

る多様なサービスの提供を通じた新たな需要の創

出等を通じ、国内における観光旅行消費額を平成

22 年度までに 30 兆円にすることを目標とする。

等が掲げられている。

　訪日外国人旅行者数は前年比約 90万人増加した

2004 年以降 5年続けて増加し、2008 年には年間

835 万人の最高人数を記録した。訪日外国人旅行者

数を1,000 万人にするとの目標にも現実味を帯びて

きた感もあったが、2007 年のサブプライムローン

問題等に端を発する世界的な不況に新型インフルエ

ンザが重なり、2009 年の訪日外国人旅行者は前年

に比べ 156 万人減少して 679 万人と 2005 年の水

準にまで後戻りすることとなった（表 5－ 1）。

　なお、2008 年に国際観光客到着数が世界で最も

多かった国はフランスで約 7,930 万人、続いてア

メリカ（約 5,803 万人）、スペイン（約 5,732 万人）、

中国（約 5,305 万人）と続き日本は 28位であった。

　一方、直近の月別の動きを見ると、状況は好転

している。2009 年 11 月に前年同月比で増加に転

じ、以降直近まで 10ヶ月連続で前年同月比での増

加を続けており、2010 年 8 月時点で前年の同期

間と比べて 33.5％の増加となった。但しここにき

て日中関係が急激に悪化しており 2010 年に関し

ても楽観視は出来ない状況である。

　次に国別に見た訪日外国人旅行者数の推移であ

る。旅行者数上位の国の近年の旅行者数を抽出し

た。注目すべきは中国の動きであるが、各国軒並

み旅行者数を減らした 2009 年にも僅かであるが

旅行者数を増やし、2010 年も 8月時点の集計では

台湾を上回り 2位となっている。中国では 2009

年 7月に訪日個人観光ビザの受付が開始されたが、

その影響も大きく、2010 年 8 月時点で前年の実

績を上回った。さらに中国では 2010 年 7 月にビ

ザの発給条件が緩和されたが、尖閣諸島に関する

問題を引き金に日中関係は急激に悪化しており、9

月以降の旅行者数に大きく影響するであろうこと

が予想される（表 5－ 2）。



レジャー業界マーケット

（２）訪日目的

　外国人観光客の訪日目的について触れると、ア

ジアの観光客には「食事」と共に「温泉」の人気

も高いが、欧米の観光客は「日本の食事」への期

待が極めて高いため、全体として「日本の食事」

が圧倒的な 1位になった。なお、「テーマパーク、

遊園地」は 9位にランクされている。

　また国別で見れば、香港からの観光客の実に

70％以上が食事やショッピングに期待すること、

米国からの観光客は伝統的な景観・旧跡に期待

しているなど、国によって異なる傾向が表れた。

ショッピングのイメージが強い中国であるが、温

泉に次いで 2位という意外な結果となっている（表

5－ 3）。



６. おわりに

　世界的な景気低迷や新型インフルエンザの流行

などここ数年はレジャー業界にとっては全体的に

非常に厳しい状況が続いている。そのような中で

も、ゴルフ参加人数の増加、3D映画の普及に代表

されるような技術革新による新たなマーケットの

創造、ハウステンボスの再挑戦など、前向きな話

題も少なからず存在し、また新たな需要者の創出

となる訪日外国人旅行者についても 2010 年は再

び強い動きを見せている。個人消費の低迷、若年

人口の更なる減少、高齢化の急速な進行等直面す

る問題は数多くあるものの、官民一体となった積

極的な取組みに期待したい。
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